民主党「公務員制度改革・総人件費改革ＰＴ役員会」において地方公務員制度改革「素案」が提示される－5/11

※この情報は、単組のホームページ、機関紙、チラシなどには活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　５月11日、10時15分より民主党「公務員制度改革・総人件費改革ＰＴ役員会」が衆議院第２議員会館で開催された。今回ＰＴでは総務省自治行政局公務員部より「地方公務員制度改革について（素案）」（以下、「素案」）が提示され、質疑が行われた。

　政府関係者として大島総務副大臣、三輪公務員部長、植田公務員課長、文科省・山下初等中等教育課長が、使用者側からは地方六団体の事務総長等が、労働側からは連合・安永副事務局長と公務労協・吉澤事務局長が参加した。

　冒頭、総務副大臣となった大島前座長に代わり、新たに座長となった山花郁夫衆議院議員が、「地方公務員制度改革は今後の大きなテーマであり、いい知恵をお互いに出しあって前に進めていきたい」と挨拶、轟木事務局長からは、座長を含めた役員の交代について説明があった。

大島副大臣の「労使関係者からの意見を踏まえて今回の素案をまとめたが、引き続き、党とも連携して関係者からの意見を伺いながら制度を具体化していきたい」との挨拶に続き、三輪公務員部長が、「素案」（別紙資料）について説明した。

　これに対してＰＴ役員会の議員からの質問・意見と総務省の回答は以下の通り。

＜武内参議院議員＞

①　以前ＰＴの中で、私から総務省に対して中央協議システムについて検討するよう申し上げている。それが、今回の「素案」の中に盛り込まれていない。総務省も内容については承知していると思うが、民間給与の調査について、地方については人事委員会が残って行っていくにあたり、具体的な調査の在り方などの方向性を労使で検討する場が何らか必要であると考えられる。そうした検討の場として、中央協議システムの制度化について総務省として検討してほしい。

②　一般職員の制度施行日は、３年６ヵ月を超えない範囲とされ、消防職員についてはさらにその３年後、すなわち法施行から最大6年半とされているが、なぜそのような長い時間が必要なのか。その理由を伺いたい。

＜総務省＞

①　中央協議については、労働側から意見が出されているが、総務省としてはその具体的イメージができていない。今回の「素案」は、法律に盛り込むべき事項をまとめたもので、中央協議については、実施する場合には、運用上で措置できるものと理解している。ご意見を踏まえて今後も検討していきたい。

②　一般職員の制度施行日を３年６ヵ月としているのは、若干の立て付けは異なるが、国公の制度措置と同様の期間で設定している。国公の場合は、国公法改正案の施行日を公布日から１年６ヵ月を超えない範囲とし、さらに国公労法案で団体交渉に関する経過措置をその施行日から２年を超えない範囲と２段構えにしている。地公の場合は、管理職員等の範囲の認定など、現在人事委員会・公平委員会が行っている事務を都道府県労働委員会が行うことになり、市町村に対する現在の範囲の調査や範囲変更の説明を行うのに相当の時間を要するものと考えている。また、消防についてはこれまで全く団結権や交渉権、登録制度といったものがなかったので、一般職員の制度の運用状況を見た上での運用として、３年としている。

＜逢坂衆議院議員＞

　「素案」の取りまとめにあたり、大島副大臣と三輪公務員部長のご苦労に敬意を表したい。ＩＬＯから何度も指摘をされる中で、今回の素案は国際的に見ても標準に近づいていると評価できる。ただ、まだ労使双方が不安に思うところもあり、課題は残っている。

　その上で、地方交付税の取り扱いについて懸念を感じている。地財計画の策定にあたり、人件費をどう計上していくのか、地財の圧縮に繋がるのではないかという懸念がある。

＜総務省＞

　その懸念は、地方三団体からも示されているところ。地財計画上の人件費は、現在は人事委員会勧告を基礎として計上されているが、国や地方の交渉状況など、どういったスケジュール感で地財計画を策定していくのかも含め、重要事項として検討して参りたい。

＜後藤衆議院議員＞

①　国家公務員については人事院が廃止されるのに対し、地方公務員については人事委員会を残す積極的な理由は何か。

②　人事評価制度の導入であるが、能力のある若手職員を抜擢する際に、ポストは用意しても給料は大幅に引き上げなくても良くするなど、弾力的であるべき。職務給原則を徹底するとしているが、国がルールを決めて地方に押し付けることは、自治体による弾力的な人事の運用を阻害する要因になりかねない。

③　国公には導入される再就職あっせんの禁止について、地公にないのはなぜか。

＜総務省＞

①　国の場合は、大まかに言えば、給与調査の実施主体であり交渉の当局側当事者となる使用者としての「公務員庁」と、第三者機関としての「人事公正委員会」の２本立てとなる。それに対し、地方の場合、「人事委員会」という名称は今のところそのままとしているが、国公の人事公正委員会と同様の機能と、民間賃金実態調査の実施主体としての機能の双方を持つことを考えている。とくに民調の実施については、自律的労使関係制度という趣旨からすれば使用者が行うべきところではあるものの、「住民により近い自治体にとって、住民や議会の理解を得るためには、第三者機関が行う客観的指標が必要」との地方三団体からの強い要望を踏まえたものである。ただし、調査は実施するが、勧告は行わないものである。

②　任用の定義については、内容的には現行と変わってはいない。自治体においては、是正はされてきているものの、不適正な運用などは全くなくなったわけではなく、法律で明確にしておくことが必要と考えたもの。ただし、運用をどうするのかについては、さらに自治体側ともよく協議していきたい。

③　再就職あっせん規制は、全国知事会からも、地方公務員は定年退職が原則であること、また、再就職先の給料・報酬は適正水準であることなどの指摘があり、法律での規定は不要と判断した。再就職あっせんは、自治体が適切にやっていくものと考えている。

　また、公務労協の吉澤事務局長は、以下のとおり指摘した。

＜公務労協　吉澤事務局長＞

①　国家公務員については、法案の国会提出の前には、「素案」「全体像」の２つが示された。地方公務員については、昨年６月２日の「基本的考え方」から約１年が経過しているが、今回の「素案」はどういう性格のものなのか。

②　中央協議システムについてであるが、昨年、12月26日に労働側として発言し、それを受けた形で、党から総務省に対し、検討すべきとの要請があったと記憶する。「（労働側の求める）イメージが明確になっていない」との公務員部長の回答であったが、昨年の党からの要請以降、労働側として公務員部から聞かれてはいない。中央協議が法律上規定されることになるのか運用上設置されるのかは、精査の結果として結論が出されるべきものである。

③　消防職員に対して団結権と協約締結権を付与することが初めて明確にされたことについては、総務省・政府としての決断を大いに歓迎したい。しかし、施行時期が「一般職員の施行日から３年後」としていることは、非常に問題である。団結権は消防職員自らが求めているものであり、最長で６年半後というのはありえない。国際社会からの長年の指摘をこれまで放置してきたものであり、「今まで団結権もなかったため、一般職の運用状況を見てから」とするのは本末転倒である。なお、消防職員委員会制度は96年の発足からすでに16年が経過しており、すでにスパーリングは終了しているものと認識している。

④　地方公務員の一般職員の施行についても、国家公務員と異なることに多いに違和感を覚える。とくに、地方ではすでに10年以上にわたって独自のカットをせざるを得ない状況が明らかであり、人事院・人事委員会勧告制度はすでに機能していない。また、国公においては、法律成立から遅くとも１年半後には人勧が廃止され、公務員庁が調査・交渉を行うのに対し、地公についてのみ人事委員会勧告をさらに存続させるのか。このタイムラグは説明がつかない。国公と地方の施行を合わせるべきであり、これでは制度が機能し得ない。

　これに対し、総務省公務員部長は、②～④は意見として受け止めた上で、「素案」の位置づけについて、「関係者の意見をさらに聞きながら変えるべきところは変えていきながら成案にする努力をする」と説明した。

　また、市長会からは、改めて市長会としての意見を取りまとめて提出することを前提としつつ、①消防職員の団結権付与の是非がそもそも問題となっているところに、なぜ協約締結権まで付与するとの案になっているのか、②人事院勧告がなくなる中で、人事委員会が第三者機関として調査することの意義は何か、などが主な論点になるとの意見が出された。知事会からは、「国と地方の協議の場で討論すべき」との意見が重ねて出された。

　

最後に、轟木事務局長が「さらに意見交換を進めていきたい」とまとめ、ＰＴ役員会を終了した。

